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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第210期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第209期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　６月30日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

売上高 (百万円) 17,599 78,444

経常利益 (百万円) 538 3,338

四半期(当期)純利益 (百万円) 135 1,131

純資産額 (百万円) 45,498 45,976

総資産額 (百万円) 109,088 108,303

１株当たり純資産額 (円) 284.81 287.55

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 0.90 7.49

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 0.90 7.49

自己資本比率 (％) 39.3 40.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,836 4,314

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △780 △5,417

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 280 1,934

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 3,238 1,891

従業員数 (名) 2,000 1,881

(注)　売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名)
2,000
(337)

(注) １　従業員数は、就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。　

３　臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名)
1,028
(154)

(注) １　従業員数は、就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人員であります。　

３　臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

　

EDINET提出書類

東京製綱株式会社(E01378)

四半期報告書

 3/28



第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円)

鋼索鋼線関連事業 10,834

開発製品関連事業 3,706

その他の関連事業 891

合計 15,432

(注) １　金額は、販売価格によっております。
２　上記の金額に消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 受注残高(百万円)

鋼索鋼線関連事業 12,158 5,765

開発製品関連事業 4,730 6,189

その他の関連事業 2,612 322

合計 19,501 12,277

(注) １　上記の金額は外部顧客に対する受注に基づくものであります。

２　上記の金額に消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円)

鋼索鋼線関連事業 11,275

開発製品関連事業 3,324

不動産関連事業 351

その他の関連事業 2,648

合計 17,599

(注) １　上記の金額は外部顧客に対する受注に基づくものであります。

２　上記の金額に消費税等は含まれておりません。

３　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
当第１四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％)

横浜ゴム㈱ 1,866 10.6
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、サブプライムローン問題を背景とする米国経済の

減速や金融市場の混乱に加えて、原油価格・素材価格の高騰等による物価上昇の影響により、企業収益の

落込みや個人消費の伸び悩みが顕在化し始めております。

当社グループを取り巻く事業環境は、エレベータロープや海底ケーブル向ワイヤなどの底堅い需要に

より高い活動水準を維持しておりますが、原燃料および材料価格が更に高騰しており、一段と厳しさが増

しております。

このような事業環境の中、当社グループは底堅い需要を確実に捉えた営業・生産活動の展開に加えて、

昨年６月に策定した中期経営計画「ステップアップ8・7」の目標である、平成21年度の売上高800億円、

売上高経常利益率7％以上の達成に向けて、新工法・差別化商品の投入、継続的な原価低減活動、海外事業

の積極的展開等の施策を進めております。

その結果、販売面では、エレベータロープなどの販売が好調に推移したことや原燃料および材料価格の

高騰に対応して製品価格の改定を行った結果、売上高は17,599百万円となりました。

利益面では、原燃料および資材の価格高騰の影響があったものの、売上増に伴う増益要素が大きく、営

業利益は663百万円、経常利益は538百万円となり、四半期純利益については135百万円となりました。

事業の種類別セグメントの業績は次の通りであります。

　

（鋼索鋼線関連事業）

鋼索部門では、エレベータロープの国内での取替需要が継続していることなどにより、販売数量は前

年同期から微増しました。金額面では、主要材料である線材価格の値上げなどに対処すべく一部製品価

格の改定を実施したことにより、前年同期に比して増加いたしました。

鋼線部門では、プロジェクトの実行遅れにより販売数量は前年同期から減少しましたが、金額面で

は、主要材料である線材価格の値上げなどに対処すべく一部製品価格の改定を実施した結果、売上高は

前年同期に比して微増いたしました。

スチールコード部門では、ソーラーシステムの需要拡大や建設機械の生産増に伴うソーワイヤや

ホースワイヤの拡販に加え、タイヤ用スチールコードについては東京製綱(常州)有限公司の出荷量の

増加もあり、売上高は前年同期に比して増加いたしました。

以上により、当部門の売上高は11,275百万円となり、営業利益は374百万円となりました。

　

（開発製品関連事業）

環境建材部門では、依然として公共事業の縮減傾向に歯止めがかからず引き続き厳しい状況で推移

しておりますが、道路安全施設などの拡販などに注力いたしました結果、売上高は前年同期に比して増

加いたしました。

EDINET提出書類

東京製綱株式会社(E01378)

四半期報告書

 5/28



産業機械部門では、ワイヤソーが順調に伸びておりますが、他製品の売上減少があり、売上高は前年

同期から横這いに留まっております。

以上により、当部門の売上高は3,324百万円となり、営業損失は65百万円となりました。

　

（不動産関連事業）

前年から横這いで推移し、売上高は351百万円となり、営業利益は203百万円となりました。

　

（その他の関連事業）

石油製品部門での原油価格高騰に対応した製品価格の改訂を行ったことなどにより、当部門の売上

高は2,648百万円となり、営業利益は150百万円となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べ784百万円増加し、109,088百万円と

なりました。これは、代金回収が進み売上債権が減少したものの、棚卸資産や株価上昇に伴い投資有価証

券が増加したことなどが主な要因であります。

負債については、賞与引当金及び借入金の増加により、前連結会計年度末と比べ1,262百万円増加の

63,589百万円となりました。

純資産については、配当などにより、前連結会計年度末と比べ478百万円減少の45,498百万円となりま

した。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ1,336百万円増

加し、3,238百万円になっております。

営業活動によるキャッシュ・フローは利益の計上などにより、1,836百万円の収入となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは有形固定資産や投資有価証券の取得などにより、780百万円の支

出となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは配当金の支払がありましたが、海外現地法人などの短期借入金

の増加により、280百万円の収入となりました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等(会社法施行規則第127条各号に掲げる事項)は次のとおりであります。

　

①当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社取締役会は、株式公開会社の株式は株式市場において自由に取引されるものであり、当社株式の

大量取得を行うことが当社の企業価値・株主共同利益に資するものであればこれを否定するものでは

なく、仮に株式会社の支配権の移転を伴う買収提案がなされた場合においても、最終判断は株主全体の

意思に基づき行われるべきものと考えております。
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しかしながら、過去の例から見ても明らかなように、株式の大量取得の中にはその目的等から見て企

業価値・株主共同利益を侵害するものであったり、株主に実質的に株式の売却を強要することにつな

がってしまったり、対象会社の取締役会や株主に当該大量取得の内容等の検討や、対象会社の取締役会

による代替案提案のための十分な時間や情報をもたらされない結果、株主の適正な判断を阻害してし

まったり、対象会社の企業価値や株主共同利益をより有利にするための交渉時間が確保できない等、結

果的に対象会社の企業価値・株主共同利益に資さないものも少なくありません。

そもそも、当社の企業価値・株主共同利益を確保・向上させていくためには、お客様のニーズに適う

製品を安定的且つタイムリーに供給することが必須であり、その実現のためには、当社及び当社グルー

プが有する、ワイヤロープ製造技術を軸とした派生・応用商品を生み出す柔軟な技術力、長い歴史に

よって培われたブランド力、また、素材メーカー・ユーザー各社との安定的かつ友好的な取引関係に基

づく、企業価値の源泉及び経営理念を実践・維持することが肝要であります。

このことが実現されて株主の皆様をはじめ、お客様や従業員、地域社会等の利害関係者との円満な関

係構築が可能となるものと考えており、実現出来ない場合には当社の企業価値・株主共同利益は毀損

されることになります。

また、買収者から大量取得の提案を受けた際には、上記事項のほか、当社の有形無形の経営資源、将来

を見据えた施策の潜在的効果その他当社の企業価値を構成する事項等、さまざまな事項を適切に把握

した上、当該取得が当社の企業価値・株主共同利益に及ぼす影響を判断する必要があります。

当社取締役会としては当社株式に対する大量取得が行われた際に、当該大量取得に応じるべきか否

かを株主の皆様が適切に判断できるよう、必要に応じて当社取締役会が株主の皆様への代替案提案の

ための情報や時間を確保すること、買付者等からより良い条件を確保するための交渉を行うこと等を

可能とすること等が当社の企業価値・株主共同利益を確保・向上させるために不可欠であり、それに

資する枠組みが必要不可欠であると判断しております。

　

②基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止す

るための取組み

当社は、平成19年６月28日開催の定時株主総会において「当社株式の大規模な取得行為への対応策

(買収防衛策)」(以下、「本プラン」といいます。)を導入することを決議いたしました。

本プランは、当社が発行する株式について、1)保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付等、2)

公開買付にかかる株式の株券等所有割合及びその特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上とな

る公開買付を対象とし、買付者等が本プランに定める手続を遵守しなかった場合又は買付者等の買付

等の内容が、明らかに企業価値を毀損し若しくは株主共同利益を侵害するものである場合等に対抗措

置を発動するものです。対抗措置の発動においては、当社経営陣から独立した社外者で構成された独立

委員会による勧告を最大限尊重することにより、当社取締役会の恣意的判断を排することとしていま

す。

本プランに規定される対抗措置は、株主割当による新株予約権の発行（新株予約権の無償割当を含

む。）であり、買付者等の買付等における株式保有割合の希釈化を図ります。
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本プランの有効期間は平成19年６月28日開催の定時株主総会から平成22年３月期事業年度に関する

定時株主総会終結の時までとします。ただし、有効期間の満了前であっても、当社取締役会により本プ

ランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されるものとします。 また、

当社取締役会は、本プランの有効期間中であっても、本プランに関する法令、証券取引所規則等の新設

又は改廃が行われた場合、本プランの内容をより明確化することが適切である場合、その他当社株主に

不利益を与えない場合には、独立委員会の承認を得た上で、本プランの趣旨を変更しない範囲内で、本

プランの内容を修正又は変更することができるものとします。当社は、本プランの廃止又は修正・変更

がなされた場合には、その事実及び内容その他の事項について、情報開示を速やかに行います。

　

③本プランが基本方針に沿い、当社の企業価値または株主の共同利益を損なうものではなく、当社の役員

の地位の維持が目的でないこと及びその理由

当社取締役会は、以下の理由により、本プランが当社の企業価値ひいては株主共同の利益を損なうも

のではなく、当社の役員の地位の維持を目的とすることでないことを判断しております。

1)買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同利益の

確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」に定める三原則を完全に充足しています。

2)株主意思を重視するものであること(株主総会決議とサンセット条項)

当社は、本プランについて株主の皆様のご意思を反映するために、定時株主総会において、本プラ

ンについての承認をいただいております。 また、本プランの有効期間の満了前であっても、毎年の定

時株主総会で選任された取締役により構成される取締役会において、本プランを廃止する旨の決議

がなされた場合には、本プランはその時点で廃止されることになり、その意味で、本プランの導入及

び廃止は、当社株主の皆様のご意思に基づくものということができます。

3)独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

当社は、本プランの導入にあたり、取締役の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために、本プランに

おける本対抗措置の発動・不発動の是非についての検討及び当社取締役会への勧告を行う機関とし

て独立委員会を設置しています。 実際に当社に対して大量買付等がなされた場合には、独立委員会

が、当該買付等が本プランに定める手続を遵守しているか否か、及び明らかに当社の企業価値を毀損

し若しくは株主共同利益を侵害するものではないかどうかについての実質的な判断と当社取締役会

への勧告を行い、当社取締役会は独立委員会の勧告を最大限尊重して、会社法上の決議を行うことと

します。 このように、独立委員会によって、当社取締役の恣意的行動を厳しく監視するとともに、そ

の判断の概要については株主の皆様に情報開示をすることとされており、本プランの透明な運営が

行われる仕組みが確保されています。

なお、独立委員会は、当社経営陣からの独立性が高い当社社外監査役２名と有識者１名で構成さ

れ、大喜多正巳氏、内藤秀彦氏及び手塚一男氏の３名が就任しております。
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4)合理的な客観的要件の設定

本プランは、当社取締役会による恣意的な本対抗措置の発動を防止するため、本対抗措置の具体的

発動要件を定めており、実際の発動に際しては必ず独立委員会の判断と勧告を経ることとする等の

仕組みを取り入れております。

5)第三者専門家の意見の取得

独立委員会は、当社の費用で、当社から独立した外部専門家(ファイナンシャル・アドバイザー、公

認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。)の助言を受けることができるものと

しています。これにより、独立委員会による判断の公正さ・客観性を担保しています。

6)デッドハンド型買収防衛策ではないこと

本プランは、当社株式を大量に買付けた者が指名し株主総会で選任された取締役によって廃止す

ることができるものとして設計されており、デッドハンド型買収防衛策(取締役会の構成員の過半数

を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策)ではありません。また、当社は取締役の任期を

１年としていることから、毎年定時株主総会を通じて本プランの廃止を決定することが可能となっ

ております。

　

(5) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は193百万円であります。

　

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社を取巻く事業環境は、景気の下振れ懸念や原材料価格の更なる上昇等不透明感が増しており、予断

を許さない状況が続くものと思われます。

これに対し、当社グループは、中期経営計画「ステップアップ8・7」の目標実現に向けて諸施策を確実

に実行し、業績の維持・拡大に努めていく所存であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。

　

EDINET提出書類

東京製綱株式会社(E01378)

四半期報告書

10/28



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 162,682,420162,682,420

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)

―

計 162,682,420162,682,420― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び280条ノ21の規定に基づく新株予約権の内容は、次のとおりであ

ります。

定時株主総会の特別決議日(平成16年６月29日)

第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数 375個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 375,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり184円(注)２

新株予約権の行使期間
平成18年６月30日～
平成23年６月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格　　184円
資本組入額　 92円

新株予約権の行使の条件

　権利行使時において、当社ならびに当社子会社の取締
役、監査役および従業員としての地位にあることを要
する。ただし、任期満了による退任および定年退職の
他、取締役会が上記地位にないことにつき正当な理由
があると認めた場合にはこの限りではない。
　その他の条件は、本総会決議および取締役会決議に基
づき当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約
権割当契約書」で定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社の取締役会の承認を
要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注)１　新株予約権１個につき目的となる株式数は1,000株であります。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は,次の算式により払込金額を調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

なお、新株予約権発行日以降に、時価を下回る価額での新株発行および自己株式の処分(新株予約権行使による

場合は除く。)を行う場合は以下の計算式により行使価額を調整し、調整によって生じる１円未満の端数は切り

上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額
 
×
既発行株式数＋

新規発行株式数× １株あたり払込金額
１株あたりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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定時株主総会の特別決議日(平成17年６月29日)

第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数 730個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 730,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり210円(注)２

新株予約権の行使期間
平成19年６月30日～
平成24年６月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格　　210円
資本組入額　105円

新株予約権の行使の条件

　権利行使時において、当社ならびに当社子会社の取締
役、監査役および従業員としての地位にあることを要
する。ただし、任期満了による退任および定年退職の
他、取締役会が上記地位にないことにつき正当な理由
があると認めた場合にはこの限りではない。
　その他の条件は、本総会決議および取締役会決議に基
づき当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約
権割当契約書」で定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社の取締役会の承認を
要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注)１　新株予約権１個につき目的となる株式数は1,000株であります。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は,次の算式により払込金額を調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

なお、新株予約権発行日以降に、時価を下回る価額での新株発行および自己株式の処分(新株予約権行使による

場合は除く。)を行う場合は以下の計算式により行使価額を調整し、調整によって生じる１円未満の端数は切り

上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額
 
×
既発行株式数＋

新規発行株式数× １株あたり払込金額
１株あたりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年６月30日 ― 162,682 ― 15,074 ― 5,539

　

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式12,052,000

― ―

(相互保有株式)
普通株式　　50,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
　　　 149,229,000

149,229 ―

単元未満株式
普通株式
　　　　 1,351,420

― ―

発行済株式総数 162,682,420― ―

総株主の議決権 ― 149,229 ―

(注) １　単元未満株式には、東洋製綱㈱所有の相互保有株式235株及び当社所有の自己株式817株が含まれております。

２　上記「完全議決権株式(その他)」の中には、証券保管振替機構名義の株式2,000株(議決権2個)が含まれており

ます。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東京製綱株式会社

東京都中央区日本橋室町
２－３－14

12,052,000 ― 12,052,0007.41

(相互保有株式)
東洋製綱株式会社

大阪府貝塚市浦田町175 50,000 ― 50,000 0.03

計 ― 12,102,000 ― 12,102,0007.44

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月

最高(円) 203 241 363

最低(円) 170 188 237

(注)　上記の株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する

内閣府令」(平成20年８月７日内閣府令第50号)附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半

期連結財務諸表規則を適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期

レビューを受けております。

なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査

法人から名称変更しております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,271 1,919

受取手形及び売掛金 ※３
 16,488

※３
 19,306

商品及び製品 4,570 4,448

仕掛品 5,967 4,548

原材料及び貯蔵品 3,249 2,861

繰延税金資産 1,962 1,939

その他 4,256 3,825

貸倒引当金 △131 △143

流動資産合計 39,636 38,707

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 10,080 10,168

機械装置及び運搬具（純額） 15,272 15,563

土地 20,853 20,908

信託固定資産（純額） ※２
 8,659

※２
 8,734

建設仮勘定 1,156 946

その他（純額） 661 686

有形固定資産合計 ※１
 56,684

※１
 57,008

無形固定資産 917 904

投資その他の資産

投資有価証券 7,303 6,403

繰延税金資産 1,421 1,730

その他 3,387 3,811

貸倒引当金 △265 △263

投資その他の資産合計 11,847 11,682

固定資産合計 69,448 69,595

繰延資産 3 0

資産合計 109,088 108,303
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 15,114 15,479

短期借入金 15,862 15,461

未払費用 2,176 1,892

賞与引当金 1,654 1,108

その他 2,337 2,260

流動負債合計 37,146 36,202

固定負債

長期借入金 7,300 7,000

繰延税金負債 42 26

再評価に係る繰延税金負債 7,630 7,630

退職給付引当金 2,898 2,795

役員退職慰労引当金 193 198

信託長期預り金 6,742 6,698

長期前受収益 757 802

負ののれん ※５
 1

※５
 85

その他 876 888

固定負債合計 26,443 26,125

負債合計 63,589 62,327

純資産の部

株主資本

資本金 15,074 15,074

資本剰余金 8,568 8,566

利益剰余金 8,547 8,948

自己株式 △2,314 △2,317

株主資本合計 29,875 30,271

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,211 744

土地再評価差額金 11,483 11,483

為替換算調整勘定 338 814

評価・換算差額等合計 13,033 13,042

少数株主持分 2,589 2,663

純資産合計 45,498 45,976

負債純資産合計 109,088 108,303
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(2) 【四半期連結損益計算書】
    【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年６月30日)

売上高 17,599

売上原価 14,474

売上総利益 3,124

販売費及び一般管理費 ※
 2,460

営業利益 663

営業外収益

受取利息 7

受取配当金 85

その他 95

営業外収益合計 188

営業外費用

支払利息 164

その他 148

営業外費用合計 312

経常利益 538

特別損失

たな卸資産評価損 97

特別損失合計 97

税金等調整前四半期純利益 441

法人税等 355

少数株主利益 △49

四半期純利益 135
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 441

減価償却費 899

賞与引当金の増減額（△は減少） 557

退職給付引当金の増減額（△は減少） 114

支払利息 164

受取利息及び受取配当金 △92

売上債権の増減額（△は増加） 2,644

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,027

仕入債務の増減額（△は減少） △400

その他 79

小計 2,381

利息及び配当金の受取額 97

役員退職慰労金の支払額 △3

利息の支払額 △164

法人税等の支払額 △472

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,836

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △110

投資有価証券の売却による収入 82

貸付けによる支出 △73

貸付金の回収による収入 77

有形固定資産の取得による支出 △411

有形固定資産の売却による収入 11

その他 △356

投資活動によるキャッシュ・フロー △780

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 772

長期借入金の返済による支出 △199

配当金の支払額 △296

その他 3

財務活動によるキャッシュ・フロー 280

現金及び現金同等物に係る換算差額 △5

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,330

現金及び現金同等物の期首残高 1,891

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 53

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △37

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,238
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１　連結の範囲の変更

前連結会計年度において非連結子会社であった東

京製綱ベトナム有限責任会社は重要性が高まったこ

とから、連結の範囲に含めております。

また、前連結会計年度において連結子会社であった

日綱道路整備㈱は、四半期純損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性が

ないため、連結の範囲から除外しております。

 

２　会計処理の原則及び手続の変更

(1)棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計

基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９

号)を当第１四半期連結会計期間から適用し、評価

基準については、原価法(収益性の低下による簿価

切下げの方法)に変更しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、税

金等調整前四半期純利益が97百万円減少しており

ます。

(2)連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理

に関する当面の取扱いの適用

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計

処理に関する当面の取扱い」(企業会計基準委員会

　平成18年５月17日　実務対応報告第18号)を当第１

四半期連結会計期間から適用しております。
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【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前

連結会計年度末に算定したものと著しい変化がない

と認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率

等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法

当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関

しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地

棚卸高を基礎として合理的な方法により算定してお

ります。

また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の

低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見

積り、簿価切下げを行う方法によっております。

３　原価差異の配賦方法

予定価格等を適用しているために原価差異が生じ

た場合、当該原価差異の棚卸資産と売上原価への配

賦を年度決算と比較して簡便的に配賦する方法に

よっております。

４　固定資産の減価償却費の算定方法

固定資産の年度中の取得、売却又は除却等の見積

を考慮した予算に基づく年間償却予定額を期間按分

する方法によっております。

なお、定率法を採用している資産については、連結

会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定

する方法によっております。

５　経過勘定項目の算定方法

固定費的な要素が大きく、予算と実績の差異が僅

少のものについては、合理的な算定方法による概算

額で計上する方法によっております。

６　繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前

連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等

の発生状況に著しい変化がないと認められるので、

前連結会計年度において使用した将来の業績予測や

タックス・プランニングを利用する方法によってお

ります。

７　未実現損益の消去

四半期連結会計期間末在庫高に占める棚卸資産の

当該取引に係る損益率を合理的に見積って計算して

おります。
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【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半

期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を

採用しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示して

おります。

　

【追加情報】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

有形固定資産の耐用年数の変更

当社及び国内連結子会社の機械装置の耐用年数につ

いて、当第１四半期連結会計期間より法人税法の改正

を契機とし、見直しを行っております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業利

益、経常利益、税金等調整前四半期純利益が21百万円増

加しております。　

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

55,344百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

54,877百万円

※２　信託固定資産の内訳は次のとおりであります。
建物及び構築物 5,790百万円
土地 2,869
計 8,659

※２　信託固定資産の内訳は次のとおりであります。
建物及び構築物 5,865百万円
土地 2,869
計 8,734

※３　受取手形割引高

640百万円

※３　受取手形割引高

583百万円

　４　偶発債務
手形債権流動化に伴う買戻し
義務

2,381百万円

　４　偶発債務
手形債権流動化に伴う買戻し
義務

2,069百万円

子会社 東京製綱ベトナム有限
責任会社の借入金に対する債
務保証

300百万円
(3百万米ドル)

※５　のれん及び負ののれんの表示
のれん及び負ののれんは、相殺表示しておりま

す。相殺前の金額は次のとおりであります。
のれん 68百万円
負ののれん 69
　差引 △1

―――――
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(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 123百万円

従業員給料
賞与及び諸手当

581

荷造・運搬費 607

減価償却費 60

賞与引当金繰入額 146

退職給付引当金繰入額 67

役員退職慰労引当金繰入額 10
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 3,271百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △　　33　〃

現金及び現金同等物 3,238百万円
 

　

(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 162,682,420

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 12,026,513
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３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年５月14日
取締役会

普通株式 利益剰余金 376 2.5平成20年３月31日 平成20年６月６日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　

　　　該当事項はありません。

　

　

４　株主資本の著しい変動に関する事項

　

　　　該当事項はありません。

　

　

(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変

動が認められないため、記載しておりません。

　

(有価証券関係)

その他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該有価証券の

四半期連結貸借対照表計上額の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が見られます。

　

その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 4,741 6,758 2,016

その他 0 0 ―

合計 4,741 6,758 2,016

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　
鋼索鋼線
関連事業
(百万円)

開発製品
関連事業
(百万円)

不動産
関連事業
(百万円)

その他の
関連事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

11,2753,324 351 2,64817,599 ― 17,599

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

35 81 ― 437 554 (554) ―

計 11,3113,406 351 3,08518,153 (554)17,599

営業利益又は営業損失(△) 374 △65 203 150 663 ― 663

(注) １　事業区分の方法

内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業区分の主要製品

区分 主要製品

鋼索鋼線関連事業 ワイヤロープ、各種ワイヤ製品、タイヤ用スチールコード

開発製品関連事業
道路安全施設、長大橋用ケーブル、橋梁の設計・施工、金属繊維、産業機
械、粉末冶金製品

不動産関連事業 不動産賃貸

その他の関連事業 繊維ロープ、網、石油製品

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、記載を省略しております。

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

284.81円 287.55円

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純利益 0.90円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 0.90円

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純利益

　四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 135

　普通株式に係る四半期純利益(百万円) 135

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

　普通株式の期中平均株式数(千株) 150,630

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　四半期純利益調整額(百万円) ―

　普通株式増加数(千株) 169

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式に
ついて前連結会計年度末から重要な変動がある場合
の概要

―

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

２【その他】

　

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月11日

東京製綱株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　鈴　　木　　啓　　之　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　網　　本　　重　　之　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　坂　　田　　純　　孝　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京

製綱株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間(平

成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四

半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半

期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京製綱株式会社及び連結子会社の平成20年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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